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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅰ

2

２．成果と課題

令和2年度 36.9 % 令和5年度 25.6 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

教育施設再配置事業 教育総務課

指標名 市内の小中学生が活発だと感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

教職員の働き方改革を推進する一方、日々の業務は多様化しており、ただちに現場の負担軽減に
つながりにくい現状である。また、子どもたちの抱える複雑な問題には、教員だけでは対応しき
れない部分も多く、専門性を有する人員の配置が望まれる。

いじめ・不登校対策等生徒指導事業 学校教育課

小中学校教育課程充実事業 学校教育課

学校運営事業 学校教育課

・学習指導要領が改正され、３観点評価（知識・技能、思考・判断・表現、主体的に学習に取り組む態度）に
なった。こういった改正に合わせた評価も可能と思われるので、実践されたい。
・タブレット学習が始まっているので、各教科ごとでコンテンツを教員同士で共有し、教員の負担軽減を図ら
れたい。

学校給食事業 教育総務課

総合政策審議会からの提言等

目指す姿 子どもが確かな学力、豊かな人間性、たくましい心身をバランス良く身につけています。

政策 みんなが活躍し、個性輝くまち

施策分野 学校教育
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進捗度 B

白橿南小学校と白橿北小学校の統合校を令和6年度に開校するため、学校・地域・PTAで構成する統合準備委員会にて統
合校に必要な事項（学校名、校歌、制服、通学路等）を協議し、内容を決定した。また、白橿南小学校での必要な改修を
行い、開校に向けての施設面での準備を完了した。両校は児童数が減少し、学校の小規模校化が進んでいたが、統合によ
り、クラス替えが可能となり、人間関係の幅を広げることができる。また、グループ学習などの多様な学習形態を取り入
れられることで、教育的な環境が向上する効果が期待できる。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針

不登校児童生徒数の増加に伴い、適応指導教室「虹の広場」の分室を設置することでスペースを拡大し、オンライン通室
も可能とすることで支援体制の充実に努めている。また、各校へいじめ・不登校対策非常勤講師、心理相談員等を配置す
ることで子どもの個性を尊重しつつ生涯学習の基礎の習得を促し、いじめ対策巡回支援相談員やスクールライフサポー
ターの配置により、いじめや不登校の組織的解決を図っている。さらに、中学生対象のSNS相談を開設し、生徒の悩みを
早期発見し、心理的不安を軽減するための体制を構築した。

教育活動サポート事業により、教育講演会、出前授業などの教育内容が含まれる事業実施を支援し、各校の特色ある学校
づくりを支援することができた。また、教育委員会が指定研究学校を指定し、各指定研究学校での研究の実施と推進を図
ることで、本市教育の進展に役立てることができた。さらに令和５年度は市立図書館と連携し、モデル校において読書活
動推進に取り組み、併せてデジタル社会における読書活動のモデル構築に向けた取組として、１人１台端末を活用し、電
子書籍を活用することで読書活動の推進と定着を図った。

特別支援対応や教科対応の非常勤講師を小中学校に週当たり３７４時間配置するとともに、部活動指導員についても６校
に対しのべ２１名を配置することで、特別な支援の必要の有無に関わらず、全児童生徒が分け隔てなく学校生活を送れる
環境を整備した。 教員の負担軽減を図っている。これらを通じ、確かな学力、豊かな心、健やかな体をバランスよく身に
 つけられる教育に努めている。このようにさまざまなニーズに対応する人材を配置することで、本来教員が担うべき業務
に専念することができ、子どもたちの学力向上、豊かな心、たくましい心身の育成につなげている。

・他の自治体が教員不足で苦慮する中で、橿原市では充足されているとのことで、市の大きな強みである。不
登校対策や特別な支援の必要な児童への対応もあるので、今後も取組みを継続されたい。
・ICTの活用はあくまで授業のための手段であり、研究会を開催する等して授業の質を高める取組みを実施さ
れたい。

各学校で食に関する指導の全体計画や年間計画を作成し、教科横断的に食に関する指導を行った。また、日々
提供する学校給食を「生きた教材」として活用し、地場産物を活用したり郷土食について知ることにより、食
料の生産等に対する関心と理解を深め、郷土や歴史の学習にもつなげることができた。

よりよい教育環境の充実を目指すため、第2期の再配置事業についても検討を行っていく。また、働き方改革の一環として部活動地域
移行を推進することで教職員の負担軽減を図る。併せて、子どもたちの抱える複雑な問題に対応するための専門性を持つ人員の配置、
教職員の資質向上に取り組み、子どもたちの将来につながる「学び」のため、「確かな学力」「豊かな心」「たくましい心身」の三つ
の力をバランスよく育むための環境を整備していく。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

教育施設の再配置については、令和6年度の白橿南北小学校の統合に向けての協議を継続し、校旗、校
歌、通学路、通学支援策を決定した。そして、両小学校の閉校式を執り行うことができた。また、県費
教員欠員時の補充教員の確保、特別支援教育支援員の配置、不登校児童生徒への支援拡大、生徒の悩み
に寄り添うためのSNS相談の導入等により、より良い教育環境の整備につながった。しかしながら、子
どもたちの抱える複雑な問題に対応するための人材確保や教職員の資質向上のための取組みについては
課題があり、十分であるとは言えない。

担当課室

教育総務課 学校教育課
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅰ

3

２．成果と課題

令和2年度 30.2 % 令和5年度 17.5 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが活躍し、個性輝くまち

施策分野 子育ち・子育て

目指す姿 子育て世代が安心して出産や子育てをすることができ、いきいきと輝いています。

放課後児童健全育成事業 人権・地域教育課

・子育て世帯への経済的な支援やサービスを充実させることで人口が増加している自治体もあるが、より支援
やサービスを求められることになり、結果として自治体の負担が増えている。自分の身の回りで起こる課題を
自分で解決しようとする子育て世帯も増えており、そのような方々を呼び込むような取組みを実施されたい。
・幅広い世代の方に、様々な特性の子どもがいるということを知ってもらう取組みを実施されたい。

母子・父子自立支援給付金等事務 こども未来課

総合政策審議会からの提言等

子ども家庭総合支援拠点事業 こども家庭課

児童発達支援事業 こども発達支援課

子ども等医療費助成事業 保険年金課

指標名 出産・子育ての悩みや不安を相談できる環境があると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

市民ニーズの高まりにより、約30％の就学前児童保護者、約46％の小学生以上児童保護者が
「安心して子どもが医療機関にかかれる体制を整備してほしい。」と回答している中、子ども医
療費助成対象の年齢拡大と無償化が課題である。また、安心して出産・子育てを行うために、丁
寧な相談、支援体制や共働き世帯・ひとり親世帯の支援が求められている。そのため、制度の充
実や対応する専門職の人材確保と質の向上が課題である。
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進捗度 B

担当課室

こども家庭課 こども未来課 保険年金課

人権・地域教育課

・子ども医療費無償化に取り組む。
・指導員・保育士・家庭児童相談員・臨床心理士、保健師、助産師など、高度な専門性に対応で
きる専門職の人材確保と、研修や職場教育等での質の向上に努める。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

子ども医療費助成対象年齢の引き上げと未就学児の一部負担金を無償化したこと
で、子育てに伴う経済的負担の軽減を図ることができた。実際、保護者からも医療
費を無償化することで安心して治療に専念できる、負担が軽減されたとの声も聞こ
え大きな成果を得ているが、未就学児のみならず１８歳までの子どもまで無償化を
拡大することを目指す。また、支援体制の構築・整備に向けて制度の構築や継続的
な人材の確保に努めている。

こども発達支援課

子どもを放課後児童クラブに預けることにより、子どもの安全性が確保できるため、子育て世代が安心して
就労に専念することができている。保護者の就労形態の多様化により、放課後児童クラブの登録児童数は令
和4年度1,306人、5年度1,369人、6年度1,433人と年々増加している。よって、受け入れ人数を確保する
ため、小学校やこども園の余裕教室を活用できるよう施設整備を進めている。また、既存施設の老朽化に伴
う修繕を行い、安全性を確保していく。

・茨木市の文化・子育て複合施設「おにクル」では、子ども広場に子育て支援センターの専門職が入り込ん
で、遊びに来た保護者の簡単な相談を受けている。相談コーナーまでは来ない保護者の生の声を聞くことが
できるので、そういった工夫も考えられたい。
・放課後児童クラブの待機児童が０で、内容も充実されており、橿原市の強みなので今後も継続されたい。

母子父子家庭の母及び父の生活力を身につけるため、母子・父子自立支援事業を実施している。事業の中の
１つに資格を取得するための養成機関で就学する場合、就学期間中の生活費負担を軽減するために高等職業
訓練促進給付金の支給（補助率　国3/4、市1/4）をしているが、保育士の確保につなげるため、保育士の資
格取得後に橿原市で勤務する予定の方に対して、給付金の月額に20,000円の上乗せを令和６年４月１日より
市の予算でおこなうよう、制度改正をおこなった。

令和４年度から設置している「子ども家庭総合支援拠点」について、「子育て世代包括支援センター」と一
体的に運用し、妊娠・出産・子育ての相談対応にあたった。また、令和４年度に増員した児童虐待対応職員
数を維持し、要保護児童対策地域協議会調整機関として児童虐待対応を行った。
相談内容は、育児・しつけ等や家庭問題、児童虐待など多岐にわたり、相談内容に応じて関係機関と連携し
ており、幅広い相談に対応し子育ての安心につながっていると考えられる。
市内には地域子育て支援拠点事業を実施している「こども広場」や「子育て支援センター」を設置してお
り、子育て中の保護者の相談や交流の場としての機能を果たしているが、子ども家庭総合支援拠点事業との
連携により、虐待の未然防止や早期発見に取り組んでいる。

児童発達支援事業所かしの木園では、専門職を確保し、質の向上のための園内・園外研修にも積極的に取り
組み、個々の課題や障がいの程度及び発達状況に合わせたきめ細やかな療育を行っている。また保護者への
個別相談も同時に行っており保護者支援にも力を入れている。年度末に実施した子ども及び保護者への満足
度調査において、療育や支援の内容や方法を総合的に検討してもらった上で回答を受け、子ども９６．
６％、保護者８９．７％と、高い満足度を得ている。

０歳から１８歳までの子どもを対象に子ども医療費助成を行っている。また、令和５年８月から未就学児の
子どもの一部負担金無償化を行った。小学生から１８歳までは一旦保険診療分を支払い一部負担金を控除し
た金額を償還している。その結果、高額な治療となった場合でも安心して受診することができ、子育て世代
の経済的負担の軽減を図ることができる。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅱ

7

２．成果と課題

令和2年度 49.6 % 令和5年度 50.7 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

健康増進事業 健康増進課

指標名 日常的に健康づくりに関心を寄せている市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

日常的に健康づくりに関心を寄せている市民の割合は伸び悩んでおり、特定健診受診率も同様に
伸び悩んでいる。健康無関心層に対するアプローチ方法の工夫を、引き続き行う必要がある。

保健衛生普及事務 保険年金課

予防接種事業 健康増進課

救急医療事業 健康増進課

・目指す姿における「自発的に健康づくりに取り組む」について、指標として実態の把握が困難に思われる。
健康づくりに関するアプリや動画を用いて、その使用頻度や閲覧数等で把握に努められたい。
・健康ポイントの導入について、アプリで運用されるとのことだが、運用面での役割を明確にすることと導入
の狙いを明確にして運用されたい。

国民健康保険事務 保険年金課

総合政策審議会からの提言等

目指す姿 市民が健康的な生活習慣を身につけ、自発的に健康づくりに取り組んでいます。

政策 みんなが健やかに、支え合って暮らせるまち

施策分野 健康・医療
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進捗度 C

がん検診等の各種検診の実施や今日からはじめるウォーキング講座、ヘルスリーダー養成講座、運動普及推進
員による定例ウォーキング、わくわくエクササイズ、食生活改善推進員による調理実習を実施したほか、HP
上でウォーキングコースやヘルシーレシピの啓発を行った。これらのことにより、各種検診の自発的な受診
や、健康的な生活習慣を身に付ける機会を提供した。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿の実現には努力が必要である

今後の
方針

保険者として国民健康保険の被保険者に対して特定健診や脳ドック検診の実施・費用助成、生活習慣病対策の
早期介入や改善指導等を行うことにより、市民の健康増進に寄与した。また商工会議所との連携事業として事
業主健診を実施し受診率向上に取り組んだ。
対象：橿原市国民健康保険被保険者のうち、40歳以上の方
期間：５月１日～翌年２月末まで　　自己負担額：1,000円

予防接種法に基づき、乳幼児から高齢者まで幅広く個別予防接種を実施し、乳幼児予防接種者数延べ
18,53118,530人、高齢者予防接種延べ19,881人となった。予防接種の推進と共に感染予防の習慣も身に付
けた事が、感染予防や健康づくりの推進につながった。子宮頸がん予防ワクチン（キャッチアップ）の接種人
数が昨年度同様増えているが、令和６年度で接種期限が切れるため接種勧奨が必要である。

橿原市休日夜間応急診療所は1年間休むことなく開所し、夜間診療（内科、小児科）、深夜診療（小児科）、
休日診療（内科、小児科、歯科）を行うことで、疾病の早期対応や、市民が安心して生活を送ることに寄与し
た。

・子宮頸がんワクチンの接種について、接種中断の影響で他の先進国に遅れている。対象が小学校の高学年や
中学生であるので、本人と保護者両方へのアプローチも必要と思われる。教育機関との連携も検討されたい。
・橿原市は特定健診の受診率が低いが、民間企業とのタイアップで受診促進の取組みを進められている。引き
続き取組みを継続されたい。

保険者として国民健康保険の被保険者に対して必要な医療の給付等を行うことにより、市民の健康に寄与
した。

市ホームページやSNS、動画配信などを活用することで、市民の健康意識を高め、自発的な取組
や検診受診につなげる。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

健康・医療に係る各種事業を行った結果、日常的に健康づくりに関心を寄せている市
民の割合は49.6％から50.7％と微増しているものの、大きな変化はない。様々な健
康講座等の事業を行い一定の成果はあったものの、受講希望者は伸び悩んでおり、自
発的な健康づくりへのアプローチは充分とは言えない。昨年度に引き続き特定健診の
受診率の回復傾向はみられる。

担当課室

健康増進課 福祉総務課 保険年金課
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅱ

8

２．成果と課題

令和2年度 49.4 % 令和5年度 39.2 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

地域福祉活動推進事業 福祉総務課

指標名 身近に支え合える環境があると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

地域福祉の推進には、地域住民、行政、民間団体が連携、住民の課題解決に取り組むことが必要
不可欠である。そのためには地域の誰もが支え合う環境を整える人材を育成することが求められ
る。

生活困窮自立支援事業 福祉総務課

生活保護事務 生活福祉課

社会福祉事務 福祉総務課

・重層的支援体制について、現場で個別に直接対応する体制が取られていて、コミュニティ全体を支援する体
制が不十分なように思われる。重層的支援体制を機能させるために、そういったネットワークの構築を検討さ
れたい。

総合政策審議会からの提言等

目指す姿 地域の誰もが主体となって支え合いながら、健やかに安心して心豊かに暮らしています。

政策 みんなが健やかに、支え合って暮らせるまち

施策分野 地域福祉
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進捗度 B

地域が抱える複雑化、多様化する課題を解決するには、市、社会福祉協議会、地域住民、各関係団体と協働で
きる体制整備は重要である。令和5年度においては、民生児童委員の活動支援、災害時に備えた避難行動要支
援者名簿の作成・更新などに取組んだ。また、第5期橿原市地域福祉推進計画の策定した結果、活動方針等の
指針を提示することができ、地域福祉の推進にあたり効果はあったと言える。今後もこういった取組みを強化
しつつ、今般の社会情勢に即した地域福祉活動の推進に取り組んでいく。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針

近年の社会情勢により相談内容が複合化・複雑化したが、「断らない相談支援」を目指したことによって、生活保護に至
る前の第２のセーフティネットとして、相談者に寄り添いながら多くの情報・サービスを提供し、家賃の支給など安心し
て暮らせる生活に繋がった。相談件数については令和５年度は３４８件であり、国の示す目安値に対して、一定程度の効
果は発揮している。また、複合化・複雑化した相談に対応するため、情報共有ツール（プリザンター）を整備し、福祉部
内で試行的に運用し、関係課間で情報共有が出来た。

生活保護受給世帯数は平成28年度の1,170世帯を最大とし、以来減少傾向であり令和５年度は939世帯と
なった。生活保護制度の運用では、生活保護法令の遵守と被保護者の実態把握に努めるとともに、担当ケース
ワーカーはよき相談相手になるよう努めてきた。また被保護者の就労支援にも努め、結果24名の方が就労さ
れた。今後も引き続き自立に向けた指導・助言、要保護者への適切な対応を継続する。

弁護士による無料法律相談は解決策の方向性を示すことができるため、市民が法的トラブルに遭っても安心し
て暮らすことができる一助となっている。各種団体との連携においては、たとえば、保護司会と連携している
法務省提唱「社会を明るくする運動」の作文コンクールでは小中学生930名が参加し、作文を書くことを通じ
て犯罪非行の防止に関する意識を高めることができ、地域の誰もが主体的に支えあい健やかに安心して心豊か
に暮らせる地域づくりの一助となっている。

・避難行動要支援者名簿を作成されているが、感染症の流行や災害発生時に有効なものとなるので、担当部署
だけなく他の部署や県の保健所とも個人情報に配慮しながら連携されたい。
・重層的支援体制は、福祉部門だけでは十分に機能しない。他の機関との連携も重要になってくるので、定期
的にワークショップ等の手法で情報交換をされたい。

重層的支援体制の整備をさらに推し進め、地域や各種関係機関が協働して対応できるように調整をしていくととも
に、「支える・支えられる」関係を超えた助け合いの地域づくりを目指していきます。また学習や地域活動への参
加促進等の取組により、地域福祉の担い手や、活動の中心的な役割を担う人材の育成を目指していきます。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

地域住民の抱える多様な課題に対し、行政や地域及び各種関係団体が連携して取り組む「重層的支援体制」の整備に
ついて、 第５期橿原市地域福祉推進計画に盛り込み、令和５年度において、まずは福祉部内で連携する支援体制の構
 築に取り組んだ。今後は部局の枠を超えて、庁内外での連携体制に向けて拡充していく。第５期橿原市地域福祉推進
計画に盛り込むべく、令和5年度において福祉部内で連携する支援体制の基盤をつくることができた。また、生活困
窮者自立支援において、相談者の自立につながる情報やサービスの提供等、幅広い支援を行ったことで、一定数の相
談件数を維持していることや利用者の自立に向けた変化も見られた。生活保護受給者においては、就労支援を根気よ
く続けることで、就労収入の増加及び生活困窮者の自立につながった。

担当課室

福祉総務課 生活福祉課
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅱ

11

２．成果と課題

令和2年度 16.5 % 令和5年度 18.1 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが健やかに、支え合って暮らせるまち

施策分野 市民協働

目指す姿 それぞれの役割と責任のもと、市民が自らの意思で地域の活動に主体的に参加・参画し、まちづ
くりを行っています。

指標名 地域の活動に、積極的に参加している市民の割合

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

市民活動団体等の地域での個々の取り組みと行政サービスのみでは解決できない課題を補完でき
るよう有機的につなげていく方法の検討が必要である。市民や団体が希望している取組みと市民
活動団体が行っている取組みをどうマッチングさせていくのかが課題となる。

担当課室

地域活動支援事業 市民協働課

自治委員活動支援事業 市民協働課

効果があった事務事業

集会所施設整備助成事業 市民協働課

総合政策審議会からの提言等

・全国的な流れとして自治会への加入率が低下している。自治会への加入を促すことは重要であるが、自治会
に加入しない方々が地域に参画してもらえる枠組みを検討されたい。
・高齢化等により地域活動団体の体力も落ちてきている。小学校単位で自治協議会を設ける等、新たな自治の
仕組みを考えられたい。

結婚活動支援事業 市民協働課
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進捗度 B

担当課室

市民協働課

施策分野の
進捗度

目指す姿に向けて順調に進んでいる

進捗度の
根拠や成果

地域課題の解決のために活動する市民活動団体の取組みへ市民活動交流広場の場所の
提供、出前講座の申込窓口や広報活動等の支援を進めている。ただし、 団体構成員の
 高齢化や減少など、解決策が見当たらない問題もある。アンケート調査では、地域活
動団体の構成員の高齢化や減少などの問題への懸念が示されている。

今後の
方針

 限られた財源・人員等を有効に活用しながら、地域活動団体と協働して住みよいまちづくりの実現に努める。市民活動
を活性化することを目指し、出前講座による市民とボランティア団体とのマッチングやボランティア講習を開催し既存
のボランティア団体とのマッチングを行う等、地域活動団体への活動を支援することにより、自立した地域活動団体の
推進を図る。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

地域活性化のために、地域課題に取り組む住民と行政が協働し、相互の力がまちづくりに生かされるよう参
画・支援している。令和５年度の市民活動公募事業支援補助金６団体・出前講座１２３件などを実施し、それ
らを継続して実施する。市民活動を支援する拠点施設である「市民活動交流広場」を有効に活用して、それぞ
れが役割を認識し、共助社会を築いていく。

自治会への加入促進により、自治会活動を通じて住民相互の連帯感を深める。令和５年度の自治会加入率は
79.56％である。高齢化や核家族化が進み、市全体の世帯数が増加していることから加入率は年々低下してい
る。地域住民の集合体である地域コミュニティ組織への活動を支援することによって、自立したコミュニティ
活動の推進を図る。

防災防犯活動・地域福祉活動等の地域コミュニティ活動に取り組める環境づくりとして、市財政の状況をみな
がら拠点施設となるコミュニティ施設（集会所）の整備助成を行う。
【令和５年度実績】
新中町自治会館（新中町自治会）、葛本西自治会館（葛本西自治会）

・課題として市民活動団体の構成員の高齢化や減少が挙げられているが、若い世代が加入していないことが原
因であり、若い世代がしたい活動と市民活動団体の行っている活動にギャップが生じているように思われる。
地域で求められる活動とマッチングさせることで、若い世代も積極的に参加されると思うので、検討された
い。

少子高齢化社会に伴う人口減少を食い止めるために、「かしはら結婚サポーター」を育成し、結婚したいと思
う人への出会いの場を提供している。行政と協働して実施している婚活イベント・セミナー・婚活ルーム等を
通して、12組のカップルが誕生している。その後、成婚までのフォローを行う「かしはら結婚サポーター」
の支援体制の充実を目指す。
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅱ

12

２．成果と課題

令和2年度 15.5 % 令和5年度 13.3 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが健やかに、支え合って暮らせるまち

施策分野 人権

目指す姿 すべての人の人権が尊重される差別のない社会を築く意識を市民の誰もが持っています。

男女共同参画推進事業 人権政策課

・指標の「身近なところで人権問題が発生していると感じる市民の割合」については、目指す姿との因果関係
が不明瞭なので、次期計画の策定の際には、変更を検討されたい。
・総合計画の中で女性の社会進出に関する記載があり、来年度に「日本女性会議」が橿原市で開催されること
もあるので、そういった環境づくりも検討されたい。

大久保コミュニティセンター管理活用事業 大久保コミュニティセンター

総合政策審議会からの提言等

人権教育推進事業 人権・地域教育課

飛騨コミュニティセンター管理活用事業 飛騨コミュニティセンター

人権啓発事業 人権政策課

指標名 身近なところで人権問題が発生していると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

近年、特定の個人や地域への差別を助長するようなSNSへの書き込みや動画投稿などのインター
ネット上での人権問題が発生しています。また固定的な性別役割分担意識については、未だ根強
く残っています。またスマホを介して親密な関係を装い、子どもたちが巻き込まれる被害も起
こっています。
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進捗度 B

担当課室

人権政策課 飛騨コミュニティセンター 大久保コミュニティセンター

人権・地域教育課

差別事象や固定的な性別役割分担意識を解消していくための教育・啓発・相談体制を維持しつ
つ、多様な媒体を活用し、効果的で親しみやすく分かりやすい広報・啓発活動を継続的に行って
いきます。 いますが、今後更に参加者が増えるように啓発活動を検討していきます。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

 インターネット上の人権侵害、男女共同参画、部落差別など、様々な人権課題の解消を目指して取り組んでいるとこ
 ろです。７月の差別をなくす強調月間に開催した講演会の参加者アンケートでは、初めて参加した方が58％、人権問
 題についての関心や理解が深まったと回答した方が96％といった結果が出ており、人権意識の高揚を図ることができ
 ました。人権問題が複雑化、多様化する中、「LGBTQ・性の多様性　トーク＆コンサート」を実施し、理解を深めて
もらいました。インターネット上での差別事象について削除要請を行いました。人権教育については、PDCAサイク
ルを確立し実態に応じて進めました。男女共同参画については、様々な学習機会を創出し、理解と必要性を認識して
もらいました。隣保館では、相談事業や各種講座を実施し事業を推進しました。

男女がともにあらゆる分野で個性と能力が十分に発揮できる多様性に富んだ豊かで活力ある社会の実現に向け
て男性の過度の負担を軽減し、ワーク・ライフ・バランスを図るための『笑ろてる「子育てパパ」のすすめ』
など、男女共同参画広場を拠点に講座、交流、相談等の様々な学習機会を創出しています。また、若い世代を
被害者、加害者、傍観者にもさせないために「デートDV出前講座」を高校２校及び中学校１校で実施し、人
権を守るための学習機会を提供することができました。

・LGBTQ等の新たな人権問題が発生している。伊賀市ではパートナーシップ宣誓制度を設ける等LGBTQの方
への対応をしており、実際に移住してきている方々もいらっしゃる。新たな人権問題に対して対応できている
のであれば成果として、今後対応していくのであれば課題として検討されたい。

令和４年度末に施設の長寿命化工事が終了し、新たな環境で各種講座、デイサービス事業、貸館等を実施しま
した。７月の人権啓発強調月間には啓発パネルや人権作品の展示及びふれあいセンターだより特別号の発行し
差別の解消に向け取組んでいます。児童館では遊びを通じての規律や言葉づかい等日常の基本的な生活習慣の
指導をはじめ、創作活動や各種行事を実施し、子ども達の健やかな成長を図っています。

学校・園・所における園児・児童・生徒の人権を尊重し、教育保育活動を通じて子どもたちに人権尊重の意識
を育み・高めていく取組を推進しています。市内全ての校・園・所が年度当初に人権教育推進計画を作成し、
取組みを進め、年度末に成果と課題をまとめ、次年度の取組みに活かすＰＤＣＡサイクルを確立して、子ども
の実態や地域の実態に応じた人権教育を進めることができています。また教職員・保育職員を対象とする研修
会等を実施し、人権意識及び人権感覚の向上に向けた取組みを推進しています。

令和５年度中は施設の長寿命化工事を行い、大部分の施設を閉鎖しました。
コミュニティセンターは、福祉の向上や人権啓発の交流拠点として、工事中も残る施設で相談事業や各種講座
を実施しました。また、花いっぱい運動の取組みやセンターだよりの発行なども行いました。
児童館は閉鎖まで、母子の集いの場や児童の居場所の提供をおこない、遊びを通して基本的な生活習慣及び目
標に向かって物事に取組む姿勢を養い、児童の健全育成を図る活動を行いました。

 一人ひとりの人権意識の高揚を図るため「人権を確かめあう日記念集会」・「人権を考えるつどい」を実施し ました。、
7月の参加者アンケートでは、初めて参加した方が58％、理解が深まったと回答した方が96％といった結果が出てお
り、人権意識の高揚を図ることができました。また、人権侵害事象や人権問題に対応するため人権相談を実施するととも
に、 必要に応じて人権擁護委員による特設人権相談や女性相談などの市民相談につないだり、法務局にインターネット上
の差別事案の削除要請を実施するなど、関係機関と連携して差別事象の解決に努めて います。ました。 さらに法務局、人
 権擁護委員と協力してスマホ・ケータイ人権講座を実施しました。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅲ

13

２．成果と課題

令和2年度 25.9 % 令和5年度 28.7 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

災害対策事業 危機管理課

指標名 住んでいる場所の災害リスクを知り、備えができている市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

　災害リスクと備えを推進していくためには、 市民、地域、行政の防災力向上に引き続き課題が
 あります。自助・共助・公助が必要不可欠です。公的機関等の支援である公助だけでは迅速かつ
円滑な災害対応の遂行が困難なため、自助・共助を引き続き徹底させていくのに課題がありま
す。

安心パーク管理 危機管理課

消防体制維持管理事務 危機管理課

・地域の防災力の向上について、自主防災組織の活動が主になっていると思われる。「防災と言わない防災」
という考え方もあり、例えば校庭キャンプにより避難所設営の訓練になったり、キャンプ用品を揃えることで
防災用品を揃えることにつながる。楽しみながら気が付くと防災になっているような取組みを検討されたい。
・ハザードマップについて、見えにくい箇所があるので、市民に分かりやすい工夫をされたい。

総合政策審議会からの提言等

目指す姿 市民、地域、行政が本市の災害リスクを知り、それぞれの立場で生命・身体・財産を守る備えが
できています。

政策 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

施策分野 防災
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進捗度 B

　防災意識等の啓発として、令和５年度に出前講座を３７回実施し、コロナ禍前の令和元年度の実施回数17
回と比較して約117％増加に繋がりました。また、主に小・中学生を対象とした防災教育 を６回実施し、の実
施に際し、校長会での防災教育の周知及びアンケートの実施により、結果として６回の実施回数に繋がってお
り、前年度の実施回数2回と比較し約200％増加しております。これにより、幅広い年代層への防災意識向上
に寄与しました。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針

　自主防災組織等に対し、災害時に実践できる技能や知識を訓練や防災講座を通じて周知・啓発した結果、令
和5年度の市民対象向け稼働率は、自主防災組織や自治会等への啓発効果により令和4年度に比べ10％増加に
繋がりました。これにより、生命・身体・財産のリスクに対する備えに寄与しました。

　地域に密着し、市民の安心と安全を守る消防団は、消火活動、訓練指導、危険箇所や年末の警戒活動など、
幅広い活動に従事し、災害時には即時に対応できる能力を有しているため、人数の確保が必要不可欠です。令
和５年度については、 団員募集の結果、団員確保に向けて、６８歳定年制の撤廃及び任命年齢の上限を撤廃を
行い、また大型商業施設において団員募集を周知したことにより、6名の入団に繋がりました。 これにより、
消防団員の増加は、地域の防災リーダーの増加でもあり、地域防災力の維持・向上に寄与しました。

・小中学生への防災教育について、命を守るための教育も重要だが、災害時の地域に向けたアクティブな防災
教育も検討されたい。
・指定避難所について、高齢化等で実際の避難が困難なこともある。集会所や公民館の活用も検討されたい。
また、備蓄品についてもすぐに行き渡らない可能性もあるので、分散での備蓄も検討されたい。

訓練や講座、防災教育などを充実させ、幅広い年代層への参画を目指し地域防災力の向上を図り
ます。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

コロナ禍において開催を自粛していた出前講座を本格再開し、R5年度に37回実施しました。コロナ禍前
の令和元年度の実施回数17回と比較して開催数が増えており、市民に災害リスクや災害への備えについ
て周知する機会に繋がっています。安心パーク利用率については、自主防災組織や自治会等への啓発効
果により前年に比べ10％上昇しており、 地域住民域内の防災力向上に寄与しております。 災害リスクの
 把握とその備えをより徹底していくために継続して取り組んでいく必要があります。また、消防団員が
６名増加できたことは、災害への即時対応、地域住民との連携強化に寄与しております。

担当課室

危機管理課
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅲ

14

２．成果と課題

令和2年度 37.2 % 令和5年度 44.1 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

防犯推進事業 市民協働課

指標名 日頃から防犯や消費者問題に関心を寄せている市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

 夜間における犯罪抑止を図るとともに、自治会に維持管理費負担の軽減、及び省エネ推進による
 環境負荷の低減を目指す。特殊詐欺等による被害は、高齢者を中心に深刻な情勢にある。被害未
 然防止に向け、防犯意識を高める広報活動・啓発活動が求められている。防犯灯設置補助金の執
行額が下がっていることに課題がある一方で、特殊詐欺等防止対策機器購入費補助金（防犯電話
機購入費補助金）の執行額が急激に伸びたことが課題である。

消費者問題対策事業 市民協働課

・「防犯推進事業」のところで、「市民等への生活安全施策及び街頭啓発で注意喚起を行う。」とあるが、そ
の注意喚起を行うこととなったきっかけを記載されたい。また、その効果を記載されたい。

総合政策審議会からの提言等

目指す姿 市民が防犯意識・消費者意識を自ら高め、安全で安心な日常生活を送っています。

政策 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

施策分野 防犯
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進捗度 B

自治組織に対する防犯灯設置補助事業及び高齢者を対象にした防犯電話機購入設置補助事業、鉄道駅前に設置
している防犯カメラの運用及び維持管理等、市民等への生活安全施策及び街頭啓発で注意喚起を行う。防犯電
話機購入設置補助金の補助件数は、令和５年度は１０３件・令和４年度は3７件で、犯罪の未然防止の対策と
する。また、警察・関係機関と連携・協力して、広報活動等を通じて安全で住みよいまちづくりを目指す。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針

消費生活センターにおいて、月曜日から木曜日まで（祝日を除く）、各日２人体制で資格のある相談員が消費
生活相談を実施して、消費生活に関する助言や苦情処理等を行う。令和５年度の相談件数は６２６件で、近年
の相談件数は約600件で推移している。市民の被害未然防止・拡大防止のために相談体制の充実を図り、安全
で豊かな消費生活を送れる社会を目指す。

・防犯カメラについて、鉄道駅周辺に設置されているが、犯罪の抑止につながるものであるので、拡大を検討
されたい。

路上犯罪等の未然防止のため、防犯灯設置に対する補助金の 交付を継続する広報を拡充する。ま
た、高齢者が特殊詐欺等の被害を受けないように防犯電話機購入費補助金交付制度の周知を図 る
り、補助金の当初予算額を拡充する。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

 防犯灯設置及び防犯電話機購入設置補助金を交付して生活基盤を整備し、防犯意識の高揚に努めている。路上での犯
罪や事故は１８時以降に急増する傾向があるため、防犯灯設置補助金を設けているが、81.42%の予算執行率となっ
ている。消費生活センターでは、特殊詐欺・悪徳商法・商品事故の苦情等、消費生活に関する相談に応じて有資格者
による助言・アドバイスを行っており、 「消費」を社会的問題として捉えて消費者が積的かつ主体的に行動できる消
 費者市民社会に寄与している詐欺的なトラブルの回避や犯罪抑止に寄与している。 特殊詐欺の現状は、巧妙な手口で
 高齢者を狙う傾向があり、被害の根絶が困難である。そのうち、特殊詐欺は、電話を使用して高齢者を狙う傾向があ
り、件数や被害額も高止まりしているため、特殊詐欺等防止対策機器購入費補助金を設けており、申し込みが殺到し
たため年度途中で補正予算対応した。(70.46%の現計予算執行率)

担当課室

市民協働課

-16-



令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅲ

16

２．成果と課題

令和2年度 34.4 % 令和5年度 19.1 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

道路管理事務 建設管理課

指標名 安全な道路環境が整っていると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

道路の整備が年々進むに従い、これまで蓄積した道路ストックが高齢化するため、更新・延命化
を実施するとともに、事故危険個所の安全対策や歩行者・自転車の円滑な交通の安全確保が必要
である。また、京奈和自動車道の未整備区間の存在により、生活道路への通過交通の流入による
歩行者の安全に支障をきたしている。

道路新設・改良事業 道路河川課

交通安全施設整備事業 建設管理課

橋梁新設・改良事業 道路河川課

・道路通報システムはユニークな取組みで、その結果としてきめ細かい対応やこれまで見れなかった箇所も整
備できていると思われるので、今後も継続されたい。
・財源も限られる中で、整備すべきところが多くあるが、市民の方に実感してもらうことが難しいと思われ
る。道路通報システムも導入されているので、関心の高い箇所を整備する等の方向性を検討されたい。

橋梁管理事務 建設管理課

総合政策審議会からの提言等

目指す姿 安全な道路環境が整っており、誰もが安心して通行しています。

政策 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

施策分野 道路・橋梁・河川
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進捗度 C

 道路法や関係法令等に基づき、道路管理や市管理地などを適切に管理することにより、市民が快適に生活することができ
 る。維持管理については、職員によるパトロールや 市民等からの道路損傷の通知を即座に対応できる通報システムを構築
 しており、現場状況を確認し、常に安全を確保するよう努力したことや、維持コストを削減するために地下埋設物調整会
 議を開催し、各事業者と事業調整を行った結果、適切な維持管理ができている。道路損傷状況通報システムにより、正確
な損傷状況が把握でき、迅速な対応に努めた。通報件数については、令和３年度28件、令和４年度53件、令和5年度
115件と年々増加しており、事故の未然防止に繋がった。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿の実現には努力が必要である

今後の
方針

京奈和自動車道（大和御所道路区間）は、橿原北IC～橿原高田IC間約4.4㎞がミッシングリンクとなってお
り、国道２４号をはじめ周辺道路の渋滞が慢性化している。橿原市としては、近畿国道協議会及び奈良県国道
連絡会の事務局として財務省・国土交通省及び近畿選出国会議員への要望活動など、早期供用に向け取り組ん
でいる。 全線開通しますと、渋滞の緩和はもとより、物流ネットワークの強化・観光振興による地域活性化等
 さまざまな事業効果が見込まれます。

 市内の必要箇所において、市民からの要望等により、 歩道の整備や転落防止柵・カーブミラーの設置を行った
 ことや、利用者が危険と感じた箇所において、適宜、安全対策を行ったことで、 事故を未然に防ぐことで利用
者の安心・安全の確保ができた。また、歩道設置等の整備で期間を要するものについても、継続的に行ってい
く必要がある。また、踏切道内で、視覚に障害がある方々が安全に歩行できるように地域の視覚障害者団体の
意見を踏まえ誘導表示を設置したことにより踏切道の 安全確保ができた。安全対策につながった。

国や県の事業により架け替えが必要となる橋梁について、 地域のニーズや周辺の道路環境を鑑み、橋梁の拡幅
をアロケーションで実施している。 令和5年度は、京奈和自動車道事業に伴い支障となる１橋について、有効
 幅員4.26ｍから6.0ｍへの拡幅工事を行っている。また、県河川改修事業に伴い支障となる１橋についも、有
 効幅員4.0mから5.0mへ拡幅工事を行っている。これにより、橋上での安全な車両の対向はもとより、自転
車・歩行者の安全な通行が可能となる。 りまた、この機会に拡幅することで、市の負担が抑えることができ
 る。

・交通の分野との関係性で、道路環境が整備されれば自動車交通が便利となり、公共交通機関の利用者が減少
するという矛盾をはらんでいる。ヨーロッパの市街地では自動車を抑制するという方向性になっていて、コペ
ンハーゲンでは道路交通量だけではなく歩行者の通行量の調査も行っている。現状は、道路を整備しつつ公共
交通機関の利用促進も行っているので、人口減少が進む中で今後の方向性を検討されたい。

市内の管理橋梁や道路付属物において、メンテナンスサイクルを構築し５年毎に定期点検を行い、構造物の損
傷状況を把握している。橋梁定期点検の結果で、健全度Ⅲの早期に措置を講ずべき橋梁61橋のうち、令和5年
度末時点で51橋が補修済みであり、今後においても、損傷度合いや重要度から優先順位を付け、利用者が安
全に通行できるよう計画的に補修を実施していく必要がある。

道路ストックを活用したライフサイクルコストを最小限にするための修繕・長寿命化を計画的に
実施する。また、主要幹線道路の整備については、所管省庁への要望活動など早期供用に向け整
備促進を図る。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

令和5年度末の道路改良率は68.55％に向上し（令和４年度末は68.45%）、道路損
傷状況通報システムの導入や日常パトロールの強化により、事故発生前に修繕を実施
している。しかし、これまでの蓄積した道路ストックの高齢化の波が一気に押し寄せ
ている状況の中で、歩車分離等市内全域における道路整備を優先順位を付けて実施し
たが、進捗が図られずＣとした。

担当課室

建設管理課 道路河川課
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅲ

18

２．成果と課題

令和2年度 46.6 % 令和5年度 49.8 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

施策分野 地球環境

目指す姿 市民が環境保全と資源循環に高く関心を持ち、環境負荷の少ない持続可能な社会を築いていま
す。

・報償金を交付する等、ごみの減量化・資源化の様々な取組みを実施されているが、その取組みが実際にどの
程度減量化や資源化につながっているのか、把握に努められたい。
・「日頃から環境に配慮した行動を取っている市民の割合」について、アンケートの取り方では、その割合が
変わってしまうことがある。ごみ収集も重要だが、環境への配慮といったところも重要と思われる。

総合政策審議会からの提言等

環境対策事業 環境政策課

リサイクルプラザ管理事務 資源循環課

３R推進事業 資源循環課

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

 ごみの減量は進んでいるが、資源化率の向上が必要。
・ごみの減量は進んでいるが、更なる再資源化の向上を図る必要がある。
・脱炭素社会の実現にはより一層の市民との協働体制を構築する必要がある。

ごみ減量化・資源化事業 環境政策課

指標名 日頃から環境に配慮した行動を取っている市民の割合

効果があった事務事業 担当課室
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進捗度 B

ごみ処理手数料の一部を排出者が負担する「処理手数料制度」、資源物の自主的な回収活動を実施する団体に
対して回収量に応じて報償金を交付する「集団回収報償金制度」、生ごみ処理機の購入費の一部を補助する
「生ごみ処理機器購入補助制度」などを展開することにより、廃棄物の減量化と資源循環を促した結果、１人
１日あたりのごみ排出量が前年度に比べて20ｇ減少した。（令和4年度：920g/人・日、令和5年度：900g/
人・日）

担当課室

環境政策課 資源循環課

資源循環を促す情報発信や啓発の在り方を、より実効性の高い方法に改善することによって効果
が見込める。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

処理手数料制度などのごみ減量を促すような制度は導入出来ており、１人１日あたり
のごみ排出量は順調に減っている（令和4年度:920g/人・日、令和5年度:900g/
人・日）。一方で、資源化率（ごみの排出量に占める回収資源の量）は 減少低下して
おり、課題が残る（令和4年度:11.1％、令和5年度:10.5％）。市役所業務における
温室効果ガス排出量は順調に減少している（令和4年度:22,344t、令和5年
度:22,016t）。

・高齢者の方やマンションにお住まい方の粗大ごみついて、運搬が困難であるので、工夫を検討されたい。
・一時多量ごみ収集（有料での収集）について、近所の方がその場所をごみの収集場所と勘違いされることも
あるので、配慮を検討されたい。

住宅への太陽光発電システム等の設置費用の一部を補助する「エコライフハウス設備設置補助制度」を展開
し、市域における温室効果ガスの排出抑制および環境負荷の少ないライフスタイルへの変換を促した。（補助
件数実績118件/年）市役所業務における温室効果ガス排出量を調査し、環境審議会にて報告・評価すること
を通じて、課題の抽出および解決策を明確にした。 環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推
 進するための環境総合計画を策定した。

 市内で生じた資源ごみ等を市施設において適正に中間処理（選別・圧縮・梱包等）し、有用資源として再生事業者へ引き
 渡した。（処理量実績：4,642ｔ/年、資源化量実績：2,544ｔ/年）また、処理施設への搬入者に対し適正な分別方法の
案内や指導などを 通じて、環境保全と資源循環への意識高揚を図った。行うことで、ごみの減量や再資源化が向上するこ
とが期待できる。（令和４年度リサイクル館かしはらにおける処理量実績：5,011ｔ/年、資源化量実績：2,756ｔ/年、
資源化率55.0％、令和5年度リサイクル館かしはらにおける処理量実績：4,642ｔ/年、資源化量実績：2,544ｔ/年、資
源化率54.8％）

広報誌やスマートフォン向けアプリを用いて、市民に対して環境関連情報を広く発信 した他、環境保全に関す
る啓発ポスターや標語の募集・展示、処理・啓発施設における見学などの受入、自転車・家具を再生し提供す
るリユースマーケット、常設のリユースコーナーでのリユース品の無償提供などを 通じて、市民の環境意識の
 高揚を図った。行うことで、市民の環境意識が向上しごみの減量につながることで、再資源化の向上も期待で
きる。（令和4年度リユース品の提供10,416点、令和5年度リユース品の提供13,425点）

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅲ

19

２．成果と課題

令和2年度 61.3 % 令和5年度 55.8 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

環境施設課

し尿処理事業 資源循環課

地域環境衛生事業 環境政策課

一般廃棄物処理運営事務

政策 みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち

施策分野 生活環境

目指す姿 市民が、良好な生活環境で暮らすことができています。

 廃棄物の適正処理を持続安定的に実施する。引き続き良好な生活環境を維持するためには、廃棄
物処理を始めとした各種事業を持続安定的に実施する必要がある。

指標名 良好な生活環境で暮らすことができていると感じる市民の割合

・ふれあい収集やリクエスト収集について、高齢者の方から評価されており、生活ができている根拠となって
いるので、継続されたい。
・飼い主のいない猫に対する不妊去勢手術費の助成制度について、野良猫が減少してきていて効果が出ている
ので、継続されたい。

総合政策審議会からの提言等

塵芥収集事務 収集業務課

し尿処理場管理事務 資源循環課

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題
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進捗度 A

良好な生活環境を維持するために合併浄化槽設置に対しての補助を行い、下水道を含めた生活排水処理率は市
の人口の85.3％に達した。

県獣医師会ならびに自治会の協力の下、地区公民館等において狂犬病予防集合注射の接種事業を行った。
飼い主のいない猫に対する不妊去勢手術費の一部を助成する取組を展開した。（助成件数実績37件/年）
地域の美観形成の推進を目的として、地域において自ら花づくりを実施している団体に対し、橿原市花いっぱ
い運動推進事業補助金を交付した。（交付件数実績10件/年）

処理施設において、各種関係法令の遵守並びに継続的で安定的な処理機能の確保を行うことにより、処理計画
に基づき、処理を停滞させることなく適正に廃棄物を処理した。（処理量実績40,584ｔ/年）
また、施設周辺住民をはじめ市民に対して、施設の運転状況を公開し、安全と安心の提供を図った。

担当課室

環境施設課 収集業務課 資源循環課

環境政策課

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

 一般廃棄物処理をはじめとした施策を確実に実施することで、公衆衛生に影響のある
 問題は生じていない。廃棄物処理を始め、公衆衛生や美化意識の向上に資する施策を
確実に実施することで、生活環境上の問題は生じていない。

長期継続的な視点で、人材、施設・機器、予算の確保を進める。また、ごみ排出困難者への対応
等、新たなニーズへの対応を図る。

目指す姿を既に実現している

・大阪市では、公営住宅の玄関先までごみの収集を行っている。さらに、玄関先まで収集に行っているので、
声がけをしての見守り活動まで検討している。そういった福祉的な観点も検討されたい。

処理施設において、各種関係法令の遵守並びに継続的で安定的な処理機能の確保を行うことにより、処理計画
に基づき処理を停滞させることなく適正に廃棄物を処理した。（処理量実績22,950ｔ/年）
また、施設周辺住民をはじめ市民に対して、施設の運転状況を公開し、安全と安心の提供を図った。

生活環境の保全と公衆衛生の向上のため、適切な収集体制の確保や車両管理を行い、滞りなく家庭系一般廃棄
物の収集を行った。ごみ収集場所までの排出作業が困難な高齢者世帯等に対しては、玄関前でごみを収集する
「ふれあい収集」や「粗大ごみのリクエスト収集」を展開し、生活環境の 向上保全を図った。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅳ

21

２．成果と課題

令和2年度 49.6 % 令和5年度 45.9 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち

施策分野 公園・緑地

目指す姿
市民の参加により公園・緑地などの身近な潤い空間が管理され、誰もが憩いの場として快適に利
用できています。

・公園の維持管理について、地域の方の高齢化や担い手不足を課題として挙げられている。自治会や町内会に
依頼されていると思うが、携わりたいと考えている方々は他にもいらっしゃると思われる。生駒市では、花の
栽培の講座等を通じてそういう方々を見つけているので、検討されたい。
・新沢千塚古墳群公園のカフェについて、営業日やお客様も少ないように思うので、在り方を検討されたい。

総合政策審議会からの提言等

公園整備事業 公園緑地景観課

緑化推進事業 公園緑地景観課

公園管理事業 公園緑地景観課

指標名 市内に憩いの場として利用できる公園・緑地があると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

公園施設の老朽化による安全性の低下。管理協定を通して日常管理を行っている住民の高齢化に
よる担い手不足。また、公園の利用者も少子化により減少が懸念される。
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進捗度 B

担当課室

公園緑地景観課

公園施設の老朽化に対しては長寿命化計画の見直しを行い、計画的な改修を行っていく。管理の
担い手不足については、地域の実情に応じて民間活用などを視野に入れて、公園管理を行ってい
く。公園利用者の減少については、高齢者や子供向け、地域性などに応じて再整備や改築を行っ
ていくことにより利用者の増加に繋げる。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

市民から公園への要望や不具合報告に対して、従来の電話対応や窓口対応に加えて遊具施設不具合報告フォーム等の
新たなデジタルツールを用いた公園の監視体制を構築することにより、市民参加による適正管理の目指すべき姿によ
り近付けた。更に市民要望と長寿命化計画に基づき公園施設の改修工事を行い健全度を向上させている。以上のこと
より公園・緑地等の身近なうるおい空間が市民参加のもとで適正に管理されていると言える。また、P-PFIや指定管
理制度を用いた公園管理により、市内・市外を問わず利用者が参加できる各種イベントが増え、カフェなどの新たな
公園施設も造られた。誰もが憩いの場として快適に利用できる公園・緑地作りに繋がった。しかし、依然として公園
施設の老朽化対策は必要であるが、少子高齢化により今後の担い手不足も予測されるので、更に対策は必要である。

・公園の遊具について、子どもが減少していることもあるので、健康遊具等幅広い年代に使っていただけるも
のも取り入れられたい。また、使用頻度の低い大きな公園もあるので、棲み分けをする必要はあるが、近年の
ペット需要を考慮し、ドッグランを設置する等も検討されたい。

市民要望を受けて実施した公園改修や橿原市公園施設長寿命化計画に基づいて老朽化した遊具や設備の改修 を
 行った。令和５年度の事業としては曽我川緑地体育館の外壁改修や飛鳥川児童公園の遊具の更新等を行い（曽
我川緑地体育館の外壁改修や飛鳥川児童公園の遊具の更新等）を行い、健全度が向上した。

令和５年度は指定より３０年経過する生産緑地について意向確認を行い、特定生産緑地への指定を行った。ま
た、参道の森美化協議会については、新規の事業として参道の森に纏わる講演会を行った。協議会を通じて市
民の緑化推進への意識向上に寄与することができた。

 市民と協働で公園の清掃・除草等維持管理を行った。遊具施設不具合報告フォーム等から報告があれば即時に
修繕もしくは使用禁止措置の対応を行うことで施設の安全性を保ち、市民と協働で公園の清掃・除草等維持管
理を行うことにより、誰もが快適に利用できる空間を維持した。また、新沢千塚古墳群公園においては事業者
より提案があった公募対象公園施設（1000 PARK CAFÉ）の運営が始まり、自主事業によるイベントも増え
たことが公園の賑わいの創出に繋がり、来園者数が前年度より１８％増加した。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅳ

22

２．成果と課題

令和2年度 58.4 % 令和5年度 50.7 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち

施策分野 まちづくり・景観

目指す姿
近代的な都市機能と、歴史的景観が共存しており、市民がそれを橿原市の魅力として感じていま
す。

医大及び付属病院周辺整備事業 市街地整備課

・まちづくりに当たっては、地域でもまちづくりに主体的に関わりたいと考えている方々もいらっしゃるの
で、まちづくりに関する講座を開催する等して、そういった方々を見つけていくことを検討されたい。
・世界遺産登録を目標にもされているので、景観への配慮について、モラルに任せるだけでなく規制すること
も検討されたい。

総合政策審議会からの提言等

都市政策事業 都市計画課

八木駅周辺整備事業 市街地整備課

景観形成事業 公園緑地景観課

指標名 快適性・利便性・安全性と歴史ある景観が共存していると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

市域外縁部の市街地や農村集落においては交通不便地域があり、この地域の高齢者の移動手段が課題となっ
ている。利便性の高い中心市街地への人口誘導を行うため、 建物の高度化等による居住空間の拡大と併せ、
 緑化の推進など、まちの快適性を向上させることが必要である。同時に、歴史遺産にも配慮したまちづくり
 を進め、市の魅力を高める質の高いまちづくりを目指さなければならない。 さらなる中心市街地での居住
空間の快適性の向上を、歴史遺産を活かしたまちづくりによって進めることにより市の魅力を高めなければ
ならない。建物の高度化等による居住空間の拡大や緑化の推進など、より質の高いまちづくりを目指さなけ
ればならない。
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進捗度 C

担当課室

市街地整備課 都市計画課 公園緑地景観課

交通施策による交通不便地域での移動支援事業と合わせ、今後の人口減少を見据えた中心市街地への人口誘導施策を検
討する。大和三山への眺望の確保や橿原神宮・今井町などの歴史遺産周辺の景観を保全するとともに、それらを活用で
きるよう市民啓発や観光施策と連携し市の魅力向上を図る。中心市街地への人口誘導を行うために建物の高度化等を検
討し、合わせてより快適な居住空間を創造するため、緑化の推進等の施策を推進する。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

都市計画マスタープランに基づき、都市機能を充実させるため地区計画等の検討を進
めているが、市を取り巻く現状や市民、事業者の意向などまちづくりの方針が多岐に
わたっているため時間を要している。景観は、昨年度、景観計画に基づく届出は65
件、屋外広告物の許可申請は448件あった。建物や屋外広告物等を本市の規制内容に
合致するよう指導、誘導を行い景観の保全・形成が進めることができた。

医大周辺地区全体において、まちづくり基本構想の策定には至らなかったが、基本構想策定に必要となる条件
等の整理を行うことができた。医大新キャンパス周辺地区において、地権者に向けた報告会や税金等に関する
勉強会を開催するなど現時点での検討状況を共有することができた。附属病院周辺地区において、新駅設置に
向けた費用負担を含む基本事項の合意には至らなかったが、現状の課題等を関係者間で共有できた。

・まちづくり全般について、事業ありきになってしまっている。事業の内容を決めてから地域に入るのではな
く、決める前から地域に入り一緒になって作っていくことが重要だと思われる。早期に地域に入ることで意見
交換もでき、担当部署も動きやすくなるので、検討されたい。

計画的な土地利用を推進するため、地区計画の届出などの都市計画制度を適切に運用し、景観に配慮し秩序あ
る都市の発展を推進した。一方で、昨年度更新した都市計画マスタープランにも謳われている建物の高度利用
を推進する地域について、まだ具体的な進展が捗々しくないため、継続して熟度を高めていく必要がある。

「大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画」に位置付けられた各事業について、適切な進捗管理ができた。畝
傍駅・駅前広場再整備事業について、JR西日本と協力して検討に取り組み、「再度無償譲渡を含めた駅舎活用
を検討したい」旨の提案を行った。

 景観啓発パネル展においては約600人、大和三山風景林協議会で開催した講演会では71人の方が来場され、
 参加者に景観の取組を知って頂くことができた。啓発活動として実施した景観啓発パネル展を実施し約600人
来訪された。また大和三山風景林協議会における講演会を開催し約71人の方が来場された。このような啓発
活動を行うことで景観の取組を広く知ってもらう事ができた。また、景観、屋外広告物の申請を受け、基準に
合致した物件が増えることで、景観の形成に寄与した。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿の実現には努力が必要である

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅳ

24

２．成果と課題

令和2年度 39.4 % 令和5年度 37.8 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち

施策分野 観光・交流

目指す姿 市民が橿原市の魅力や新たな価値を積極的に発信し、中南和地域の観光・交流の拠点としてまち
に多くの人が訪れています。

観光施設管理活用事業 観光政策課

・観光施策について、温泉であれば〇〇、歴史といえば○○というふうに、○○といえば橿原となることが重
要であると思われる。それぞれの事業はそれに紐づいて実行されるべきである。広く薄く施策を実行すること
は、観光分野では効果が低いと思われるので、何に力を入れていくのか整理を検討されたい。
・ｽﾄﾘｰﾄﾌｧｲﾀｰについて、親世代に人気はあるが、子ども達には浸透しておらず、手段を検討されたい。

観光客受入れ環境整備事業 観光政策課

総合政策審議会からの提言等

観光振興事業 観光政策課

観光プロモーション事業 観光政策課

戦略的情報発信事業 企画政策課

指標名 橿原市の魅力や価値を他の誰かに伝えることができる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

ｽﾄﾘｰﾄﾌｧｲﾀｰを活用したｼﾃｨｾｰﾙｽにより、来訪者・報道関係からの発信につながり始めているの
で、持続的に魅力ある空間を演出し、本市の魅力や新たな価値を国内外に発信する中心的なﾂｰﾙ
として、市民や民間の力を活用できる仕組みの構築が課題となる。
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進捗度 B

担当課室

観光政策課 企画政策課

ｽﾄﾘｰﾄﾌｧｲﾀｰを活用したｼﾃｨｾｰﾙｽについて、 将来ビジョンを示し、地域でいかにして魅力を向上させていくか
 を話し合う場をつくり地域でいかにして魅力を向上させていくかを話し合うワークショップを開催し、機運
の醸成と将来ビジョンを一緒に考え、市民や民間の力を活用できる仕組みの構築につなげる。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでｼﾃｨｾｰﾙｽの情報を整理して発信した結果、閲覧数(R4 488回→R5 51,628
回)が大幅に上がり、ﾃﾚﾋﾞ等取材・問合せ・来訪が増加した。X(旧Twitter）では、
銅像・ﾏﾝﾎｰﾙを見に来たとの声が上がっており、一定の効果が出始めているものの、
中南和地域の観光・交流拠点としてはまだ発展途上である。

本市を代表する歴史的建造物である八木札の辻交流館、今井まちなみ交流センターの施設が立地する八木町・
今井町を周遊観光の拠点とした誘客に注力した結果、前年度比で八木札の辻交流館入場者数約22％（令和4年
度4,685人→令和5年度5,719人）、今井まちなみ交流センター入場者数約5.6％（令和4年16,100人→令和
5年16,995人）の増加となった。

・宮崎市との交流について、過去には神武祭等のイベントがあったが、現状はこちらにお越しいただく機会が
ないので、検討されたい。また、世界遺産登録について、登録されればオーバーツーリズムの懸念がある。駐
車場やトイレが不足しているところもある。事前に関係機関と連携して対策されたい。

市内にある観光トイレについて、故障個所の修繕を適宜おこない、来訪者が快適に利用できる環境を整えた。
（R5修繕実績→8件）
畝傍山周辺に登山口までの案内路面標示をおこない、畝傍山周辺地域を散策する来訪者が迷わず登山口までた
どり着ける案内を設置した。また、老朽化していた史跡案内を修繕し、来訪者がより理解を深めることが可能
な環境を整えた。

中南和地域で最大規模となる市民参加型のイベント「橿原夢の森フェスティバル」を開催し、多様なコンテン
ツを活用して橿原の魅力を発信するとともに、橿原神宮周辺の賑わいを創出した。橿原市及び姉妹都市である
宮崎市の物産展等を展開し、2日間で約4万人の来訪に至っている。

SNSを活用した魅力発信事業として、インスタグラムによる観光情報の発信を年間を通じて行った結果、フォ
ロワー数が前年度比約27％（令和5年4月3,198人→令和6年4月4,075人）増加した 。また、首都圏メディ
アの発信力やネットワークを活かしたWEB・SNSによる観光プロモーションを行う等し、市内宿泊者数が前
年比約6％（令和4年176,516人→令和5年187,792人）の増加となった。

有志の方々の寄附で近鉄八木駅南側のかしはらナビプラザ前に「リュウ」の銅像を、ｶﾞﾊﾞﾒﾝﾄｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
の寄附で「春麗」の銅像を設置するとともにﾃﾞｻﾞｲﾝﾏﾝﾎｰﾙを３か所に設置し、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでｼﾃｨｾｰﾙｽの情報を整理
して発信した結果、閲覧数(R4 488回→R5 51,628回)が大幅に上がり、ﾃﾚﾋﾞ等取材・問合せ・来訪が増加し
た。X(旧Twitter）では、銅像・ﾏﾝﾎｰﾙを見に来たとの声が上がっており、一定の効果を示している。その
他、企業・団体から連携の申出など住民の力で自発的な発信につながる素地づくりに寄与した。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅳ

25

２．成果と課題

令和2年度 23.9 % 令和5年度 15 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち

施策分野 商工業・しごと

・目指す姿において「新たな産業を生み出す」となっていて、創業塾等の創業者支援を実施しているが、実際
の創業が既存の産業を対象としており、新しい産業を生み出すものとなっていないように思われるので、対策
を検討されたい。企業立地について、都市計画関係の手続きも重要であるが、早急に農地転用を実施するので
はなく、地権者と意見交換のうえ将来のまちづくりを見据えての転用を検討されたい。

目指す姿
新たな産業を生み出す環境が整い、地域経済の循環を市民がまちの賑わいとして実感していま
す。

企業立地推進事業 企業立地推進室

総合政策審議会からの提言等

労働対策事業 地域振興課

創業者・中小企業等支援事業 地域振興課

ふるさと納税事業 地域振興課

商工業振興事業 地域振興課

指標名 経済が循環し、まちが賑わっていると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

物価高騰や人材不足問題が深刻となっており、市内事業者の支援が急務となっている。地域経済の発展のために
は、新規創業者の支援や販路の拡大、後継者育成等による開廃業率の改善が必要不可欠である。企業立地の推進
においては、産業用地創出実現可能性調査から、京奈和自動車道橿原北IC周辺及び御所IC周辺の企業立地のポ
テンシャルはあるものの、 農地転用や都市計画法に係る諸手続きについても高いハードルがあることが認識され
 た。　産業用地候補地は大半が市街化調整区域の農地であり、且つ農振農用地でもあるため、開発に向けてはイ
ンフラ整備や造成等の物理的な整備の他、法令上の諸手続きも必要であることが確認できた。
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進捗度 C

担当課室

地域振興課 企業立地推進室

・企業立地について、都市計画関係の手続きに課題があるのは他の自治体も同様であると考える。移転等の対
策もあるので、検討されたい。また、難しいところもあるが、奈良県とも協議し奈良県からの支援も検討され
たい。
・土地の転用に当たっては、地権者の意向も十分に確認したうえで実施されたい。

企業立地においては、新たな産業用地候補地に関する調査結果と地元意向を併せ、整備に着手す
る順位を決定していく。また、物価高騰や人材不足に向けた市内事業者への支援措置の検討や、
奈良労働局等と連携した就労イベントや移住ＰＲを実施し、賑わいの創出に繋げる。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

起業等スタートアップ補助金制度を活用した起業や、創業支援融資件数がコロナ禍前
の実績値まで回復するなど、新たな産業を生み出すための機運が高まっている。企業
立地推進事業としては、本市への誘致を進めるための訪問等を重ねる中で工場等の新
増設や設備投資に前向きな話も伺っている。しかし、物価高騰等の影響が続いてお
り、指標実績値からも判断できるとおり、地域経済が賑わっているとは言えない。

令和4年度に締結した「雇用対策協定」をもとに子育て世代、若年層、生活困窮者等に対する包括的な支援事
業や奈良労働局主催の合同企業説明会等の周知を実施した。また、シルバー人材センターを通じて高齢者の生
きがいづくりを側面的に支援したり、イオンモールでのシゴト応援フェア開催や、子ども向け就労イベントで
あるしごとフェスタへ協力し、前年度よりも参加者が1.2倍に増加するなど、就労機会を創出し、地域活性化
に向けた一定の効果があったものと考える。

企業立地推進事業については産業の振興と雇用の創出、税収確保、ひいては市民サービスの維持・向上を目的
に事業を進めている。比較的多くの雇用や税収を見込むことのできる製造業の企業を中心に訪問等を繰り返
し、企業動向の把握と橿原市のPRに努めている。また、経産省の工場立地動向調査や市独自で行った産業用
地創出実現可能性調査の結果から、不足する産業用地の整備が必要であるとの結論を導き出した。

市制度融資の取扱金融機関の支店を拡大したり、コロナ禍で市緊急融資を借りた事業者を利子補給制度等によ
り支援することで、既存事業の継続と廃業の抑制に努めた。また新たな産業を生み出すために起業を支援する
融資制度などの創業支援事業を行った。その結果、創業支援融資実績については新型コロナウィルス感染症拡
大前の水準に回復した が、令和5年の奈良県企業倒産件数は2年連続の増加となり、地域経済が回復したとは
 言えない。

市の財源確保と市内事業者の販路拡大のため、魅力ある特産品を発掘した結果、新たに11事業者90返礼品を追加した。
また、新たなポータルサイトとして令和5年4月から「auPAYふるさと納税」「セゾンのふるさと納税」、10月から
「ANAのふるさと納税」を追加したが、制度改正と寄附金額値上げの影響により8～9月は駆込み需要に伴い急増したも
のの、その後の落ち込みが大きく、ふるさと納税金額は前年度比で約3％の減少となった。 今後は新たな人気返礼品の追
 加や、近鉄百貨店との連携強化、商品プロモーションに注力することで寄附金額の増額を目指す。

橿原商工会議所を通じて、創業塾開催による新たな創業者支援やビジネス商談会、橿原ブランド追加による販
路拡大を実施した。ショッピングモールでの物産展や、4年ぶりに開催した宮崎物産展において橿原ブランド
を中心とした販売会を実施したことで、本市の特産品を広く周知しPRできたものと考える。また、冬季イベ
ントである大和八木駅前のイルミネーションや、ストリートファイターのeスポーツイベントやマルシェを実
施したyes21ふれあいフェス来場者が倍増するなど、例年以上に駅周辺商店の賑わいの創出に繋がった。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿の実現には努力が必要である

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅳ

26

２．成果と課題

令和2年度 29.9 % 令和5年度 41.6 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 みんなが活力と魅力を生み、賑わいあふれるまち

施策分野 農業

目指す姿 持続的で魅力のある農業が行われ、市民が地元の農産物に愛着を持っています。

・新規に就農される方が出てきて地元農産物の作付けが増加したとのことで、大きな成果であり、取組みを継
続されたい。

総合政策審議会からの提言等

新沢千塚集客施設管理事業 農政課

土地改良事業 農政課

農業振興事業 農政課

指標名 地元の農産物に愛着を持つ市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

・若年層の農業離れや農業従事者の高齢化により、農業の担い手が減少することで耕作放棄地の 発生につな
 がるため、新たな農業の担い手を確保・育成しつつ、担い手となる経営体への農地の集約化が求められる。
増加につながっている。
・様々な農産物が販売形態の多様化により流通し、消費されている中で、地場産農産物に愛着を持ち、消費
の拡大につなげられるかが求められる。
・ 農業用施設の経年劣化が進んでいることから計画的な修繕や改修等により、持続的な農業が営めるよう対
 策が求められる。農産物の安定生産に欠かせない農業用施設の更新費用の対応が求められている。
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進捗度 B

担当課室

農政課

・新規就農に向けた相談や支援策の説明等を関係機関と行うことにより、農業の担い手の確保・育成を進めながら、生産者のニーズ
や課題を把握し、営農意欲のある生産者への農地の集約化や規模の拡大に向けた取組を検討する。
・市民への地元農産物のアピールや情報発信等により、まずは地場産農産物を知ってもらい、続けて消費に繋がる事柄を検討する。
・持続的な営農を行うためには、農業用施設の維持等が必要とされている。施設の更新時期、改修費用について関係機関及び地元農
家と協議を行い、農業用施設の更新対策を検討する。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

・ 農業関係機関との連携による新たな農業の担い手とのマッチングが少なく、耕作放棄地を活用した営
 農が見受けられなかった。農業関係機関との連携により新たな農業の担い手として就農された。
・農業祭や農産物品評会に出品された地元農作物や農作物の販売により地場農作物のＰＲに繋がった。
また新沢千塚集客施設にて、地元農産物を多くの市民が購入し、少しずつであるが地元農産物に関心や
愛着を持つことに繋がった。周辺施設の催しに合わせるなど、集客の工夫に取り組んだ結果、前年比で
来客数が約2％の増加となった。
・経年劣化が進んでいる農業用施設に対して、国の補助金を活用し、改修工事に向けた早期の取組みが
進められた。

地元で採れた新鮮な農作物を直売所で販売することで、地元野菜のアピールや地産地消に繋がった。また、周
辺施設の催しに合わせ、キッチンカーの出店、販売促進のための企画等の実施により、公園の来場者を直売所
に取り込む工夫を行った。こうした取り組みで直売所の来客数が増え、農作物が消費されることで、地域農業
者の活性化に繋がってきている。

農業用施設の改修や修繕の地元要望に対し、市の補助金交付によって農業用施設の機能改善や維持管理が軽減
されたことで、持続的な農業生産に繋がる効果が得られた。また、老朽化が進んだ井堰改善について、地元負
担が軽微となる補助事業を活用し、令和6年度の井堰改善工事に向けた協議を進めている。

・農業従事者となる担い手の確保に向けて関係機関と連携することで、新たな担い手として就農されたことによ
り、地元農産物の作付け増加につながった。
・地元農家だけでなく非農家も交えて、将来の営農状況や後継者について検討する「人・農地プラン」にて新たな
担い手の確保や営農意欲のある生産者への農地の集約化等が話し合われた。その結果、令和５年度は新たに1２地
区で「人・農地プラン」が実質化され、農地を維持していく意識が高まった。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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令和5年度施策評価シート（橿原市第4次総合計画 前期基本計画）

１．概要

Ⅴ

27

２．成果と課題

令和2年度 20.4 % 令和5年度 14.4 %

３．目指す姿の実現に効果があった事務事業（効果があった順番）

①

②

③

④

⑤

政策 市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営

施策分野 行政運営

目指す姿
持続可能な行政マネジメント方針
市民とともに「かしはら」をつくる信頼の行政運営

分庁舎等管理事務 分庁舎管理室

・目指す姿において「市民とともに」とあり、これまでは行政が多くのサービス提供してきたが、人口減少や
財源も限られてくることから、サービス提供を誰かに委ねるという発想の転換も必要となってくる。総務省の
研究会でも「プラットフォームビルダーへの転換」が謳われているので、そういったことも検討されたい。
・目指す姿のとおり、情報は可能な限り市民にオープンにし、出せないものだけ隠すことを検討されたい。

企画調整事務 企画政策課

総合政策審議会からの提言等

市民窓口事務 市民窓口課

財政管理事務 財政課

ＩＣＴ推進事業 デジタル戦略課

指標名 市民目線でしっかりした行政運営がなされていると感じる市民の割合

効果があった事務事業 担当課室

実績値 令和7年度

目指す姿に
向けた課題

迅速な社会変化に対応するために、行政サービスのデジタル化を推進します。しかし、本人認証
や決済などはセキュリティへの配慮が必要となります。健全な財政運営を行うためには、国や県
の補助金等を最大限活用し、事業の的確な取捨選択を行い、事務事業の見直しを継続する必要が
あります。 持続可能な行政運営へと前進したと考えますが、市民目線での行政運営が今後の課題
 となります。また、行政運営を市民に分かりやすく伝えるためには、情報の見える化を進める必
要があります。
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進捗度 B

担当課室

企画政策課　外20課室

デジタルを活用した市民サービスのオンライン化を推進し、セキュリティにも配慮しながら市民の利便性
の向上を図ります。 有限な予算と資源を効果的・効率的に管理するとともに、持続可能な行政運営ができ
るよう、重点政策事業についてサマーレビューを行うなど、各部局と市長との連携を深め、政策を反映し
た予算編成とするとともに、国や県の補助金等を最大限活用し、事業の的確な取捨選択を行い、事務事業
の見直しを継続します。また、市民目線で計画や方針をわかりやすく伝えるなど情報の見える化を進め、
信頼される行政運営を推進します。

施策分野の
進捗度 進捗度の

根拠や成果

デジタル技術の活用により庁内業務の効率化や行政手続きのオンライン化が大きく前進しました。保育
所入所手続きや窓口などで、市民がオンラインツールを利用して便利に手続きができ、職員側ではデー
タのまま効率的な処理ができる事務フローとすることで、市民の利便性の向上と事務の効率化を両立す
ることができました。財政の健全化に努めた結果、令和5年度末市債残高は平成30年度末に比べ、約70
億円減少する見込みとなりました。 しかし健全な財政運営を行うためには、国や県の補助金等を最大限
 活用し、事業の的確な取捨選択を行い、事務事業の見直しを継続する必要があります。持続可能な行政
運営へと前進したと考えますが、行政運営について、市民に分かりやすく伝えきれていません。

屋内交流スペースを含めた分庁舎の活用については、モニタリングによる確認を柱に随時適切な協議や指導を
実施し、安定的な分庁舎の運用を継続するとともに、ＰＦＩ事業者や関係機関と協働してイベント等の開催や
地域活性化に取り組んだ結果、屋内交流スペース利用日数が212日と昨年度比１８％増加となり、快適で利便
性の高い分庁舎の提供に寄与しました。

・職員の労働時間の削減について、職員に余裕がないと良い行政運営ができないので、職員アンケートの際に
は主観的な項目も検討されたい。フィンランドのヘルシンキのカラサタマ地区のスマートシティ戦略では、可
処分時間を１時間増やすことも目標としているので、DXで職員の可処分時間を増やすことも考えられたい。
・通報システムは便利だが、一方通行ではなく市民同士でコミュニケーションが取れるものも検討されたい。

審議会の審議を得ながら、本市の指針となる総合計画及び総合戦略の進行管理を行い、計画的かつ着実な業務
の遂行を行うための体制を構築しました。また、交付金や寄附の獲得に向けた調整により財源確保に寄与しま
した。企業版ふるさと納税の庁内推進の結果、金額が前年度約３０％増の寄付金の受け入れとなりました。

マイナンバーカードを介したデジタル手続きの利用を促すため、9月末まで特設会場を設けてマイナポイント
申請支援事業を実施し、通常より休日開庁を多くするなど、マイナンバーカードの普及に努めた結果、令和5
年度末時点の交付率が全国平均78.7%に対し、橿原市は83.5%と全国平均を上回ることができました。住民
票等のコンビニ交付件数も前年度比1.3倍に増え、市民の利便性が向上しました。

予算編成方法として「一般財源枠配分方式」を継続し、各部局長のマネジメント力を発揮できるようにすると
ともに、サマーレビューを行い、各部局と市長との連携を深め、政策を反映した予算編成を行いました。将来
的に持続可能な市政運営ができるよう、財政の健全化に努めた結果、令和5年度末市債残高は5年前の平成30
年度末に比べ、約70億円減少する見込みとなりました。

導入した各デジタルツールが庁内に浸透しつつあり、デジタル技術の活用により削減した職員の業務時間（推
計時間／対前年）は29,089時間と目標の25,000時間を超える結果となりました。また昨年度から手続きオン
ライン化に取り組んでおり、保育園入所手続きのトライアルでは、概ね市民からも好評を得られました。

事務事業による目指す姿への効果の内容とその理由

目指す姿に向けて順調に進んでいる

今後の
方針
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